別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：土木管理費　目：建設業指導監督費
	事業名: 建設業地域総合産業化支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　県土整備部　建設政策課　建設業担当　電話番号：058-272-1111（内3647）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11650@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,200千円（前年度予算額：1,200千円）

	事業内容


	１　事業の内容


建設産業は社会資本の整備はもとより、防災・雇用の面から地域の発展に欠くことのできない役割を担っているが、昨今の景気の低迷により、業界を取り巻く経営環境は極めて厳しい状況にある。経営と技術に優れ、地域に貢献する建設業者の経営基盤強化を推進するため、課題を浮き彫りにし、支援を展開する。
①地域産業連携推進事業
農林業との連携など、建設業の経営多角化を図るため、ビジネスモデル連携研究会、建設業と地域の元気回復事業での事業展開を実施してきた建設業の体制を支援し、調査・研究を実施する。また、経営多角化に向け取り組む建設業を対象とする説明会を開催するほか、建設業の経営改善等を支援するための専門家による相談業務を実施する。
　②建設産業活性化事業
  現在、建設産業の経営課題として、従業員の高齢化、後継者不足により、今後、建設業が衰退、技術の喪失が進むのではないかと懸念がある。建設業の実際の仕事の内容を知ってもらい、若年層と建設業者の距離を縮めるために、「工業高校の生徒及び教員の工事現場見学会」や「建設業者と教員との意見交換会」を開催する。
	２　所要経費


　　①旅費、報償費ほか事務費：700千円
　　②業務委託料：500千円
	これまでの取組と成果

	１　長期構想上の位置付け


　　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　　４　暮らしの安全・安心確保プロジェクト
　　　　Ⅳ　社会基盤の安全性強化
　　　建設業の地域総合産業化を支援します。
	２　これまでの取組状況


　　　平成２２年度は、建設業の農業参入に関する研修会・懇談会を２回開催、建設業の経営改善や新分野進出に関する個別相談会を県下７ヶ所をで開催した。
	３　これまでの取組に対する評価


　　建設産業としての本業を維持させていくには、コスト縮減等による経営合理化等を進めたり、余った人材や培った技術等を他産業に活用していく経営多角化の取り組みが不可欠である。そのためのノウハウや関連団体との連携等について、県が仲介することにより、新分野進出を含めた経営基盤強化に向けた足がかりとなっている。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,200

	要求額
	1,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,200

	1月20日時点査定額
	1,200
	0
	0
	0
	0


	0


	0


	0
	1,200
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